
平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付要綱 

（平成２９年３月３０日） 

（趣旨） 

第１条 三沢市は、本市への移住又は定住を促進し、域内居住人口の維持及び

拡大を図ることによって地域の活性化を実現するため、本市内に住宅を取得

し、かつ、当該住宅に継続して居住する意思を有する者に対し、平成２９年

度予算の範囲内において三沢市住宅取得支援事業助成金（以下「助成金」と

いう。）を交付するものとし、その交付については、この要綱の定めるところ

による。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 ⑴ 住宅 助成金の交付を受けようとする者が、自らの居住の用に供するた

めに取得した本市に所在する家屋をいう。 

⑵ 新築住宅 完成の日（建築確認検査済証の発行年月日をいう。）から１

年を経過していない住宅をいう。 

⑶ 土地 住宅の敷地として利用する一団の土地をいう。 

⑷ 基準日 平成２９年４月１日をいう。 

⑸ 契約日 住宅又は住宅の取得に伴う土地の取得に関する工事請負契約又

は売買契約を締結した日をいう。 

⑹ 居住開始の日 住宅の所在地を自らの住所地とする旨を住民基本台帳に

記録したときの異動年月日をいう。 

（助成対象者） 

第３条 助成金の交付を受けようとする者（以下「助成対象者」という。）は、

次に掲げる要件をすべて満たしていなければならない。 

⑴ 自らの費用負担により住宅又は土地を取得し、若しくは取得するための

契約を締結していること。 

⑵ 住宅又は土地の取得に係る契約日が基準日以降であること。 

⑶ 平成３０年２月２８日までに居住開始が見込まれること。 

⑷ 居住開始の日から継続して５年以上の居住が見込まれること。 



２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、助成対象

者としない。 

⑴ 住宅又は土地の取得に係る契約の相手方が３親等以内の親族である者 

⑵ 国、県、市等から受けた移転補償、損害賠償等により住宅又は土地を取

得する者 

⑶ 納期の到来した市税その他本市に納付すべき公共料金（以下「市税等」

という。）を滞納している者 

⑷ 三沢市暴力団排除条例（平成２４年三沢市条例第１１号）第２条第２号

に規定する暴力団員に該当する者 

（助成対象住宅） 

第４条 助成金の交付対象となる住宅（以下「助成対象住宅」という。）は、

次に掲げる要件をすべて満たしていなければならない。 

⑴ 生活するために必要な台所、浴室及びトイレを有する一戸建ての家屋（店

舗併用住宅等の場合は、居住の用に供する床面積の割合が半分以上のもの）

であること。 

⑵ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）その他関係法令の規定に基づく指導、勧告等に従った措置

が講じられていること。 

（助成対象経費） 

第５条 助成金の交付対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、

次に掲げる費用とする。ただし、他の補助制度等の適用がある場合は、当該

補助制度等により交付される金額を差し引いた後の金額を助成対象経費とす

る。 

 ⑴ 新築住宅の取得費用 

 ⑵ 新築住宅以外の住宅の取得費用 

 ⑶ 住宅取得に伴う土地の取得費用 

 （助成割合及び助成金の額） 

第６条 前条に規定する助成対象経費に対する助成割合及び助成金の額は、別

表第１に定めるところによる。ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、

当該各号に定める額を加算して交付するものとする。 



 ⑴ 基準日以降に市外から転入した者（基準日前６月以内に本市から転出し、

平成３０年２月２８日までに再び本市に転入した者を除く。） ５０万円 

 ⑵ 基準日現在において年齢が４０歳未満の者 ５０万円 

 ⑶ 前２号のいずれにも該当する者 １００万円 

２ 前項の助成金の交付を受けることができる回数は、同一の助成対象者又は

助成対象住宅に対して１回を限度とする。 

（交付申請） 

第７条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、契

約日から６０日を経過する日までに平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助

成金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

 ⑴ 誓約書（様式第２号） 

 ⑵ 申請者の住民票の写し 

 ⑶ 市税等の納付状況確認同意書（様式第３号） 

 ⑷ 工事請負契約書又は売買契約書及び契約金額の内訳が分かる書類の写し 

 ⑸ 住宅の位置図、平面図及び立面図 

 ⑹ その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請書の内容を

審査するとともに、速やかに助成金の交付の可否を決定し、平成２９年度三

沢市住宅取得支援事業助成金交付決定通知書（様式第４号）により、申請者

に通知するものとする。 

（変更申請） 

第９条 前条の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、次の

いずれかに該当するときは、平成２９年度三沢市住宅取得支援事業内容変更

（取下げ）承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

⑴ 交付決定を受けた内容に変更が生じたとき。 

⑵ 交付申請を取り下げるとき。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を審



査し、必要に応じて現地調査等を行い、承認の可否を決定し、平成２９年度

三沢市住宅取得支援事業内容変更（取下げ）承認（不承認）通知書（様式第

６号）により、当該申請を行った交付決定者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１０条 市長は、交付決定者が次のいずれかに該当するときは、助成金の交

付決定を取り消すことができる。 

⑴ 平成３０年２月２８日までに居住を開始しないとき。 

⑵ この要綱に規定する要件を満たさなくなったとき。 

⑶ この要綱の規定に違反したとき。 

⑷ 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたことが判明したとき。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは、平成

２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付決定取消通知書（様式第７号）

により交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、助成対象住宅に居住を開始したときは、居住開始の

日から３０日を経過した日又は平成３０年２月２８日のいずれか早い日まで

に平成２９年度三沢市住宅取得支援事業実績報告書（様式第８号）に次に掲

げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、天災その他交付

決定者の責によらない事由により提出することが困難となった場合について

は、この限りでない。 

 ⑴ 助成対象住宅に居住する者全員の住民票の写し 

 ⑵ 検査済証の写し（新築住宅を取得した場合に限る。） 

 ⑶ 建物（助成対象住宅）の登記簿謄本の写し 

⑷ 土地の登記簿謄本の写し（土地を取得した場合に限る。） 

 ⑸ 取得費用（契約金等）の支払を証する書類の写し 

 ⑹ 他の補助制度等による補助金等がある場合は、その受領金額が分かる書 

類の写し 

 ⑺ 助成対象住宅の写真（正面・背面・左側面・右側面の４方向から撮影し

たもの） 

 ⑻ その他市長が必要と認める書類 



（助成金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、当該

報告書の内容を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、交付すべき助成金

の額を確定し、平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金確定通知書（様

式第９号）により交付決定者に通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第１３条 交付決定者は、助成金を請求しようとするときは、平成２９年度三

沢市住宅取得支援事業助成金請求書（様式第１０号）に前条に規定する確定

通知書の写しを添えて市長に提出するものとする。 

（助成金の返還） 

第１４条 市長は、助成金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、市長がやむを得ないと認める場合を除き、平成２９年度三沢市住宅

取得支援事業助成金返還命令書（様式第１１号）により、当該各号に定める

金額の返還を命ずるものとする。 

 ⑴ 交付決定者が第３条又は第４条に規定する要件を欠くことが判明したと

き 全額 

 ⑵ 交付決定者が第９条の規定により交付申請を取り下げたとき 全額 

 ⑶ 市長が第１０条の規定により交付決定を取り消したとき 全額 

 ⑷ 交付決定者が偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたことが

判明したとき 全額 

 ⑸ 交付決定者が助成対象住宅を居住開始の日後５年を経過しないうちに他

者に貸与し、売却し、又は譲渡したとき 別表第２に定める額 

 ⑹ 助成対象住宅に居住する者全員が居住開始の日後５年を経過しないうち

に転居し、又は転出したことにより、当該住宅に居住する者が存在しなく

なったとき 別表第２に定める額 

⑺ 交付決定者が第９条の規定により交付決定を受けた内容を変更した結果、

交付すべき助成金の額が減少したとき 交付決定額の範囲内の額 

⑻ 市長が助成金の返還が相当であると認めたとき 交付決定額の範囲内の 

 額 

２ 前項の規定により助成金の返還を命じられた者は、返還命令書を受け取っ



た日から３０日を経過する日までに返還すべき金額を市長に返還しなければ

ならない。 

（報告及び現地調査等） 

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、交付決定者に報告を求め、又

は担当職員に現地調査等を行わせることができる。 

（居住状況の確認） 

第１６条 市長は、助成対象住宅に居住する者全員の同意を得て、担当職員に

住民基本台帳の閲覧による住所地の異動状況の確認をさせることができる。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  



別表第１（第６条関係） 

助成対象経費 助成割合及び助成金の額 

⑴ 新築住宅の

取得費用 

助成対象経費に１００分の５を乗じて得た額又は５

０万円（本市に本社・本店を有する法人又は住所を有す

る個人事業者が施工する場合は１００万円）のいずれか

低い額以内の額 

⑵ 新築住宅以

外の住宅の取

得費用 

助成対象経費に１００分の１０を乗じて得た額又は

５０万円のいずれか低い額以内の額 

⑶ 住宅取得の

ための土地の

取得費用 

助成対象経費に１００分の１０を乗じて得た額又は

１００万円のいずれか低い額以内の額 

備考 助成金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、当該端数金額 

を切り捨てるものとする。 

  



別表第２（第１４条関係） 

居住開始の日後の経過期間 返還すべき助成金の額 

１年未満 助成金の額に１０分の１０を乗じて得た額 

１年以上２年未満 助成金の額に１０分の８を乗じて得た額 

２年以上３年未満 助成金の額に１０分の６を乗じて得た額 

３年以上４年未満 助成金の額に１０分の４を乗じて得た額 

４年以上５年未満 助成金の額に１０分の２を乗じて得た額 

備考 返還すべき助成金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、当 

該端数金額を切り捨てるものとする。 

  



様式第１号（第７条関係） 

 

年  月  日 

 

（あて先）三沢市長 

 

申請者 住 所 

    氏 名         ㊞ 

    連絡先 

 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付申請書 

 

 平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金の交付を受けたいので、同助成

金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 １ 助成金交付申請額          円 

 ２ 事 業 内 容   別紙のとおり 

 ３ 対象経費内訳書   別紙のとおり 

 ４ 添 付 書 類   次表のとおり      （確認欄） 

 ⑴ 誓約書（様式第２号）  

 ⑵ 申請者の住民票の写し  

 ⑶ 市税等の納付状況確認同意書（様式第３号）  

 ⑷ 工事請負契約書又は売買契約書等の写し  

⑸ 住宅の位置図、平面図及び立面図  

 ⑹ その他市長が必要と認める書類  

  



様式第１号（別紙）事業内容 

申請物件 邸 □新築住宅の建築 □新築住宅の購入 

□新築住宅以外の 

住宅の購入 

□住宅取得に伴う 

土地の購入 

所在地 三沢市 □地番 □住居表示 

工程等 契約日 年    月    日 

工事着工予定日 年    月    日 

工事完了予定日 年    月    日 

実績報告予定日 年    月    日 

住宅の概要 住宅の種類 □専用住宅  □併用住宅 

構造・階数 造    階建 

建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡ 

併用住宅の場合の確認

事項 

業種・商号  

事業用部分面積 ㎡ 

施工業者名等 住所・名称 

代表者名 

電話番号 

 

助成金交付申請額

の算定 

【住宅分】 

 対象経費   助成割合  助成金額  

 (A-E)      円 × ５％・１０％ ＝ 円 A’ 

    1,000円未満端数切捨て 

【土地分】 

 対象経費   助成割合  助成金額  

 円 × １０％ ＝ 円 B 

    1,000円未満端数切捨て 

【助成加算】     

 基準日以降に市外から転入した者 円 C 

 （該当する場合は５０万円を加算）   

 基準日現在において年齢が４０歳未満の者 円 D 

（該当する場合は５０万円を加算）   

   

【他の補助制度等による補助金等の合計額】 円 E 

   

助成金交付申請額（合計） 

A’＋B＋C＋D＝ 

  

円  

1,000円未満端数切捨

て 

入居予定者 

氏名（続柄） 

（本人） （  ） 

（  ） （  ） 

（  ） （  ） 



様式第２号（第７条関係） 

 

誓  約  書 

 

 

 

年  月  日 

 

（あて先）三沢市長 

 

 

 私は、平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付要綱第３条の規定に

より、助成金の交付対象となる住宅に継続して５年以上居住することを誓約し

ます。 

また、同要綱第１４条の規定に該当し、市長に助成金の返還を命じられた場

合は、助成金の全部又は一部を返還することについて異議はありません。 

なお、当該住宅に居住する者には、三沢市暴力団排除条例第２条第２号に規

定する暴力団員に該当する者はおりません。 

 

 

申請者 住所  

 

    氏名          ㊞ 

     

  



様式第３号（第７条関係） 

 

年  月  日 

 

市税等の納付状況確認同意書 

 

（あて先）三沢市長 

 

申請者 住 所 

    氏 名         ㊞ 

    連絡先 

 

 

私は、平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金の交付を申請するにあた

り、下記の市税等について、三沢市の担当職員が納付状況を確認することに同

意します。 

 

記 

【市税等の種類】 

 ⑴ 市税（市・県民税、固定資産税、軽自動車税） 

 ⑵ 国民健康保険税 

⑶ 介護保険料 

 ⑷ 後期高齢者医療保険料 

 ⑸ 保育料 

 ⑹ 市営住宅使用料 

 ⑺ 水道料金 

 ⑻ 下水道使用料 

 ⑼ 学校給食費 

 ⑽ その他⑴から⑼以外の市に納付すべき債務 

  



様式第４号（第８条関係） 

 

三沢市指令第  号 

 

年  月  日 

 

 殿 

 

 

三沢市長  

 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで提出のあった標記助成金の交付申請について、下

記のとおり交付決定したので、同助成金交付要綱第８条の規定により、通知し

ます。 

 

 

記 

 

 

交付決定額         円 

  



様式第５号（第９条関係） 

 

年  月  日 

 

（あて先）三沢市長 

 

交付決定者 住 所 

    氏 名         ㊞ 

    連絡先 

 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業内容変更（取下げ）承認申請書 

 

   年  月  日付けで交付決定のあった標記事業に係る助成金に係る

申請内容を変更（取下げ）したいので、同助成金交付要綱第９条の規定により、

関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 １ 変更（取下げ）の理由 

 

 

 ２ 変更（取下げ）の内容 

変更前 変更後 

  

 

 ３ 添付書類    

   変更内容を確認できる書類 



 

様式第６号（第９条関係） 

三  発第  号 

年  月  日 

 

 殿 

 

三沢市長  

     

 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業内容変更（取下げ） 

承認（不承認）通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった標記事業に係る助成金の変更（取下

げ）について、申請内容のとおり承認することとしたので、同助成金交付要綱

第９条第２項の規定により、通知します。 

 

 

  



様式第７号（第１０条関係） 

三  発第  号 

年  月  日 

 

 殿 

 

 

三沢市長  

 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付決定取消通知書 

 

   年  月  日付けで交付決定した標記助成金について、同助成金交付

要綱第１０条第１項に規定する取消しの事由に該当することから、当該交付決

定を取消し、同条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

【取消しの理由】 

 平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付要綱 

第１０条第１項第 号該当 

 

  



様式第８号（第１１条関係） 

 

年  月  日 

（あて先）三沢市長 

 

交付決定者 住 所 

    氏 名         ㊞ 

    連絡先 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業実績報告書 

 

 

   年  月  日付けで交付決定のあった標記事業に係る助成金につい

て、同助成金交付要綱第１１条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり

報告します。 

 

記 

 

 １ 交付決定額        円 

 

 ２ 添 付 書 類   次表のとおり          （確認欄） 

 ⑴ 助成対象住宅に居住する者全員の住民票の写し  

 ⑵ 検査済証の写し  

 ⑶ 建物（助成対象住宅）の登記簿謄本の写し  

 ⑷ 土地の登記簿謄本の写し（土地を取得した場合に限る。）  

⑸ 取得費用（契約金等）の支払を証する書類の写し  

 ⑹ 他の補助制度等による受領金額が分かる書類の写し  

⑺ 助成対象住宅の写真（正面・背面、左・右側面の４方向から）  

 ⑻ その他市長が必要と認める書類  

 



様式第９号（第１２条関係） 

三  発第  号 

年  月  日 

 

 殿 

 

 

三沢市長  

 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金確定通知書 

 

 

   年  月  日付けで提出のあった標記助成金の実績報告書について

審査した結果、下記のとおり助成金の額を確定しましたので、同助成金交付要

綱第１２条の規定により通知します。 

 

記 

 

 

交付決定額         円 

  



様式第１０号（第１３条関係） 

 

年  月  日 

 

（あて先）三沢市長 

 

交付決定者 住 所 

    氏 名         ㊞ 

    連絡先 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金請求書 

 

 

   年  月  日付けで確定通知のあった標記助成金について、同助成金

交付要綱第１３条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 １ 助成金の確定額         円 

 

 ２ 振込先 

金

融

機

関 

金融機関名  

銀行 

金庫 

信用組合 

農協 

 

本店 

支店 

出張所 

預金種別 □ 普通  □ 当座 

口座番号  

口座名義人 
フリガナ  

氏 名  

  ※該当する部分に○又は☑を記入してください。 

 ３ 添付書類  確定通知書の写し 



様式第１１号（第１４条関係） 

 

三沢市指令第  号 

年  月  日 

 

 殿 

 

 

三沢市長  

 

 

平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金返還命令書 

 

 

   年  月  日付けで交付決定を行った標記助成金について、同助成金

交付要綱第１４条に規定する返還の事由に該当することから、すでに交付済み

の助成金の全部又は一部について、下記のとおり返還を命ずる。 

 

記 

 

１ 返還すべき助成金の額          円  

 

２ 返還の理由 

 平成２９年度三沢市住宅取得支援事業助成金交付要綱 

第１４条第１項第 号該当 

 

 

 


